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新 旧 

地質・土質調査業務共通仕様書 

第５章 原位置試験 

第１節 孔内載荷試験 

第５０２条 試験等 

１．試験方法及び器具は、JGS 1531「地盤の指標値を求めるため

のプレッシャーメータ試験」、JGS 3531「地盤の物性を評価する

ためのプレッシャーメータ試験」及び JGS 3532「ボアホールジ

ャッキ試験」によるものとする。 

 

第５０３条 成果品 

成果物は、次のものを提出するものとする。 

（４）試験の結果は、地盤工学会記録用紙、報告書用紙の JGS 1531

「地盤の指標値を求めるためのプレッシャーメータ試験」、JGS 

3531「地盤の物性を評価するためのプレッシャーメータ試験」

及び JGS 3532「ボアホールジャッキ試験」により整理し提出

するものとする。 

 

 

 

 
 

地質・土質調査業務共通仕様書 

第５章 原位置試験 

第１節 孔内水平載荷試験 

第５０２条 試験等 

１．試験方法及び器具は、JGS1421（孔内水平載荷試験方法【地盤の

プレッシャーメーター試験】）によるものとする。 

 

 

 

第５０３条 成果品 

成果品は、次のものを提出するものとする。 

（４）試験の結果は、地盤工学会記録用紙、報告書用紙の JGS1421（孔

内水平載荷試験方法【地盤のプレッシャーメーター試験】）により

整理し提出するものとする。 
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新 旧 

用地調査等共通仕様書 

第 2章 用地調査等の基本的処理方法 

第 1節 用地調査等の実施手続 

第 24 条 成果品 

受注者は、「成果品一覧表」に掲げる成果品等で特記仕様書に掲げる

成果品を提出しなければならない。 

２ 受注者は、次の各号により成果品を作成するものとする。 

一 用地調査等の区分及び内容ごとに整理し、編集する。 

二 表紙には、件名、年度（又は履行期限の年月）、発注者及び受注

者の名称を記載する。 

三 目次及び頁を付す。 

四 容易に取りはずすことが可能な方法により編綴する。 

３ 本仕様書に様式の定めがないものは、監督職員の指示による。 

４ 成果品の提出部数は、正副各 1部とする。 

５ 受注者は、成果品の作成に当たり使用した調査表等の原簿を契約

書第５０条に定める契約不適合責任期間保管し、監督職員が提出を

求めたときは、これらを提出するものとする。 

 

第 4章 用地測量 

第 4節 用地実測図等の作成 

第 61 条 用地実測図等の作成 

受注者は、用地実測図等の作成に当たっては、関係規程の定めると

ころによるほか、次の各号の方法により行うものとする。なお、表示

記号等は、監督職員の指示によるものとする。 

 一 用地実測図原図は、境界・現況測量より得られた成果に基づ

き、次の事項から監督職員が指示する事項を記入する。 

 （１）土地の測量に従事した者の氏名 

 （２）道路名、水路名 

 （３）建物及び工作物 

 

用地調査等共通仕様書 

第 2章 用地調査等の基本的処理方法 

第 1節 用地調査等の実施手続 

第 24 条 成果品 

受注者は、「成果品一覧表」に掲げる成果品等で特記仕様書に掲げる

成果品を提出しなければならない。 

２ 受注者は、次の各号により成果品を作成するものとする。 

一 用地調査等の区分及び内容ごとに整理し、編集する。 

二 表紙には、件名、年度（又は履行期限の年月）、発注者及び受注

者の名称を記載する。 

三 目次及び頁を付す。 

四 容易に取りはずすことが可能な方法により編綴する。 

３ 本仕様書に様式の定めがないものは、監督職員の指示による。 

４ 成果品の提出部数は、正副各 1部とする。 

５ 受注者は、成果品の作成に当たり使用した調査表等の原簿を契約

書に定めるかし担保の期間保管し、監督職員が提出を求めたとき

は、これらを提出するものとする。 

 

第 4章 用地測量 

第 4節 用地実測図等の作成 

第 61 条 用地実測図等の作成 

受注者は、用地実測図等の作成に当たっては、関係規程の定めると

ころによるほか、次の各号の方法により行うものとする。なお、表示

記号等は、監督職員の指示によるものとする。 

 一 用地実測図原図は、境界・現況測量より得られた成果に基づ

き、次の事項から監督職員が指示する事項を記入する。 

 （１）土地の測量に従事した者 

 （２）道路名、水路名 

 （３）建物及び工作物 
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新 旧 

 二 用地平面図は、用地実測図原図から監督職員が指示する事項を

記入する。 

 

第 6 章 建物等の調査 

第 1節 調査 

第 75 条 生産設備 

生産設備の調査は、次の各号について行うものとする。 

 一 生産設備の配置状況。調査に当たり必要があると認められると

きは、現況測量等を行う。 

 二 種類（使用目的） 

  三 規模（形状、寸法）、材質及び数量 

 四 園芸用フレーム、牛、豚、鶏その他の家畜の飼育施設又は煙

突、給水塔、貯水池、用水堰、浄水池等にあっては、当該設備の

構造の詳細、収容能力、処理能力等 

  五 ゴルフ練習場、駐車場、テニスコート等にあっては、打席数又

は収容台数等 

 六 当該設備の取得年月日及び耐用年数 

 七 その他補償額の算定に必要と認められる事項 

 八 当該設備の概要が把握できる写真の撮影。ただし、写真撮影が

困難なものについては姿図を作成する。 

 

第 77 条 庭園 

庭園の調査は、次の各号について行うものとする。 

 一 庭園に設置されている庭石、灯籠、築山、池等の配置の状況及

び植栽されている立竹木の配置の状況。配置の調査は、現況測量

等により行うものとする。 

  二 庭石、灯籠、築山、池等の形状、構造、数量等 

 三 庭園区域内にある立竹木の種類、形状、寸法、数量等 

 四 用地取得線の位置（残地がある場合。） 

 五 その他補償額の算定に必要と認められる事項 

 六 庭園の概要が把握できる写真の撮影 

 二 用地平面図は、用地実測図原図から監督職員が指示する事項を

記入する。 

 

第 6 章 建物等の調査 

第 1節 調査 

第 75 条 生産設備 

生産設備の調査は、次の各号について行うものとする。 

 一 生産設備の配置状況。調査に当たり必要があると認められると

きは、平板測量等を行う。 

 二 種類（使用目的） 

  三 規模（形状、寸法）、材質及び数量 

 四 園芸用フレーム、牛、豚、鶏その他の家畜の飼育施設又は煙

突、給水塔、貯水池、用水堰、浄水池等にあっては、当該設備の

構造の詳細、収容能力、処理能力等 

  五 ゴルフ練習場、駐車場、テニスコート等にあっては、打席数又

は収容台数等 

 六 当該設備の取得年月日及び耐用年数 

 七 その他補償額の算定に必要と認められる事項 

 八 当該設備の概要が把握できる写真の撮影。ただし、写真撮影が

困難なものについては姿図を作成する。 

 

第 77 条 庭園 

庭園の調査は、次の各号について行うものとする。 

 一 庭園に設置されている庭石、灯籠、築山、池等の配置の状況及

び植栽されている立竹木の配置の状況。配置の調査は、平板測量に

より行うものとする。ただし、規模が小さく平板測量以外で行うこ

とが可能なものにあっては、他の方法により行うことができる。 

  二 庭石、灯籠、築山、池等の形状、構造、数量等 

 三 庭園区域内にある立竹木の種類、形状、寸法、数量等 

 四 その他補償額の算定に必要と認められる事項 

 五 庭園の概要が把握できる写真の撮影 
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新 旧 

 

第 7章 営業その他の調査 

第 1節 調査 

第 104 条 営業に関する調査 

営業に関する調査は、営業補償調査算定要領（以下「営業要領」と

いう。）により行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 7章 営業その他の調査 

第 1節 調査 

第 104 条 営業に関する調査 

法人が営業主体である場合の営業に関する調査は、補償額の算定に

必要となる次の各号に掲げる事項について行うものとする。 

 一 営業主体に関するもの 

 （１）法人の名称、所在地、代表者の氏名及び設立年月日 

 （２）移転等の対象となる事業所等の名称、所在地、責任者の氏名

及び開設年月日 

 （３）資本金の額 

 （４）法人の組織（支店等及び子会社） 

 （５）移転等の対象となる事業所等の従業員数及び平均賃金 

 （６）移転等の対象となる事業所等の敷地及び建物の所有関係 

 二 業務内容に関するもの 

 （１）業種 

 （２）移転等の対象となる事業所等の製造、加工又は販売等の主な

品目 

 （３）原材料、製品又は商品の主な仕入先及び販売先（得意先） 

 （４）品目等別の売上構成 

 （５）必要に応じ、確定申告書とともに税務署に提出した事業概況

説明書写を収集する。 

 三 収益及び経費に関するもの 

営業調査表（別記第２５号様式）の各項目を記載するために必要と

する次の書面又は簿冊の写を収集する。 

 （１）直近３か年の事業年度の確定申告書（控）写。税務署受付印

のあるものとする。 

 （２）直近３か年の事業年度の損益計算書写、貸借対照表写 

 （３）直近１年の事業年度総勘定元帳写、固定資産台帳写。特に必

要と認める場合は直近３か年とする。    
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新 旧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2節 調査書の作成 

第 107 条 調査書の作成 

営業に関する調査書は、第１０４条の調査結果を基に営業要領によ

り作成するものとする。 

 

２ 居住者等に関する調査書は、第１０５条の調査結果を基に居住者

等調査表（別記第２５様式）に所定の事項を記載することにより作

成するものとする。 

３ 動産に関する調査書（別記第２６号様式）は、前条の調査結果を

基に動産要領により作成するものとする。 

 

第 3節 算定 

第 108 条 補償額の算定 

  （４）直近１年の事業年度の次の帳簿写。特に必要と認める場合は

直近３か年とする。 

   ① 正規の簿記の場合    

          売上帳、仕入帳、仕訳帳、得意先元帳、現金出納帳、預金

出納帳 

   ②  簡易簿記の場合 

     現金出納帳、売掛帳、買掛帳、経費帳  

  四 その他補償額の算定に必要となるもの 

２ 個人が営業主体である場合の営業に関する調査は、前項に準じて

行うものとする。 

３ 仮営業所に関する調査を必要とするときは、次の各号による調査

を行うものとし、調査の結果、仮営業所として適当なものが存しな

いと認めるときは、その旨を監督職員に報告するものとする。 

  一 仮営業所設置場所の存在状況並びに賃料及び一時金の水準 

 二 仮営業所用建物の存在状況並びに賃料及び一時金の水準 

  三 仮設組立建物等のリースに関する資料 

 

第 2節 調査書の作成 

第 107 条 調査書の作成 

営業に関する調査書は、第１０４条の調査結果を基に営業調査表

（別記第２５号から第２７号様式）に所定の事項を記載することによ

り作成するものとする。 

２ 居住者等に関する調査書は、第１０５条の調査結果を基に居住者

等調査表（別記第２６号様式）に所定の事項を記載することにより

作成するものとする。 

３ 動産に関する調査書（別記第２７号様式）は、前条の調査結果を

基に動産要領により作成するものとする。 

 

第 3節 算定 

第 108 条 補償額の算定 
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新 旧 

営業に関する補償額の算定は、前条第１項で作成した資料を基に営

業要領により行うものとする。この場合において、建物及び工作物の

移転料の算定業務が当該契約の対象とされていないときは、これらの

移転工法の教示を得た上で行うものとする。また、前条の調査書の作

成が完了したときは、次に掲げる調書及び設計書等の様式により、当

該権利者の移転工法に適合した補償額の算定を行うものとする。 

一 営業補償額の算定（別記第２２号様式及び別記第２３号様式） 

一 動産移転料の算定（別記第２２号様式及び別記第２３号様式等） 

二 仮住居費補償、移転雑費等の補償額の算定（別記第２２号様式、

別記第２３号様式、別記第２７号様式及び別記第２８号様式） 

 

 

２ 動産移転料の算定は、前条第３項で作成した資料を基に動産要領

により行うものとする。この場合において、美術品等の特殊な動産

で、専門業者でなければ移転料の算定が困難と認められるものにつ

いては、専門業者の見積書を徴するものとする。 

 

第 8章 消費税等調査 

第 110 条 調査 

第１１０条 土地等の権利者等が消費税法第２条第４号に規定する事

業者であるときの調査は、次に掲げる資料のうち消費税等の額又は

消費税等相当額の補償の要否を判定するために必要な資料を収集す

ることにより行うものとする。 

一 前年又は前事業年度の「消費税及び地方消費税確定申告書

（控）」 

二 基準期間に対応する「消費税及び地方消費税確定申告書（控）」 

三 基準期間に対応する「所得税又は法人税確定申告書（控）」 

四 消費税簡易課税制度選択届出書 

五 消費税簡易課税制度選択不適用届出書 

六 消費税課税事業者選択届出書 

七 消費税課税事業者選択不適用届出書 

受注者は、前条の調査書の作成が完了したときは、次に掲げる調書

及び設計書等の様式により、当該権利者の移転工法に適合した補償額

の算定を行うものとする。なお、営業に関する補償額の算定で、建物

及び工作物の移転料の算定業務が当該契約の対象とされていないとき

は、これらの移転工法の教示を得た上で行うものとする。 

一 営業補償額の算定（別記第２２号様式、別記第２３号様式及び別

記第２５号様式） 

二 動産移転料の算定（別記第２２号様式、別記第２３号様式等） 

三 仮住居費補償、移転雑費等の補償額の算定（別記第２２号様式、

別記第２３号様式、別記第２８号様式及び別記第２９号様式） 

２ 前項の場合において、仮営業所設置費用を算定するときは、仮営

業所の設置方法について監督職員の指示を受けるものとする。 

３ 動産移転料の算定は、前条第３項で作成した資料を基に動産要領

により行うものとする。この場合において、美術品等の特殊な動産

で、専門業者でなければ移転料の算定が困難と認められるものにつ

いては、専門業者の見積書を徴するものとする。 

 

第 8章 消費税等調査 

第 110 条 調査 

第１１０条 土地等の権利者等が消費税法第２条第４号に規定する事

業者であるときの調査は、次に掲げる資料のうち消費税等の額又は

消費税等相当額の補償の要否を判定するために必要な資料を収集す

ることにより行うものとする。 

  一 前年又は前事業年度の「消費税及び地方消費税確定申告書

（控）」 

  二 基準期間に対応する「消費税及び地方消費税確定申告書（控）」 

  三 基準期間に対応する「所得税又は法人税確定申告書（控）」 

  四 消費税簡易課税制度選択届出書 

 五 消費税簡易課税制度選択不適用届出書 

  六 消費税課税事業者選択届出書 

  七 消費税課税事業者選択不適用届出書 
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新 旧 

八 消費税課税事業者届出書 

九 消費税の納税義務者でなくなった旨の届出書 

十 法人設立届出書 

十一 個人事業の開廃業等届出書 

十二 消費税の新設法人に該当する旨の届出書 

十三 消費税課税事業者届出書（特定期間用） 

十四 特定期間の給与等支払額に係る書類（支払明細書（控）、源泉

徴収簿等） 

十五 特定新規設立法人に該当する旨の届出書 

十六 高額特定資産の取得に係る課税事業者である旨の届出書 

十七 その他の資料 

 

第 111 条 補償の要否の判定等 

消費税等に関する調査書は、前条の調査結果を基に作成するものと

する。 

２ 調査書は、消費税等相当額補償の要否判定フロー「公共事業の施

行に伴う損失の補償等に関する消費税及び地方消費税の取扱いの改

正について」（令和元年 9月 25 日付け国土交通省国土用第 29 号土

地・建設産業局総務課通知）により、補償の要否を判定（課税売上

割合の算定を含む。）するものとし、消費税等調査表（別記様式第２

９号）を用いて、作成するものとする。この場合において、消費税

等調査表によることが不適当又は困難と認めたときは、当該調査表

に代えて判定理由等を記載した調査表を作成するものとする。 

 

第 9章 予備調査 

第 2節 調査 

第 117 条 企業概要書 

企業内容等の調査書は、第１１３条の調査結果を基に企業概要書

（別記第３０号様式）を用いて、作成するものとする。 

 

第 120 条 移転計画案の作成 

  八 消費税課税事業者届出書 

  九 消費税の納税義務者でなくなった旨の届出書 

  十 法人設立届出書 

  十一 個人事業の開廃業等届出書 

 十二 消費税の新設法人に該当する旨の届出書 

  十三 消費税課税事業者届出書（特定期間用） 

十四 特定期間の給与等支払額に係る書類（支払明細書（控）、源泉徴

収簿等） 

十五 特定新規設立法人に該当する旨の届出書 

十六 その他の資料 

 

 

第 111 条 補償の要否の判定等 

消費税等に関する調査書は、前条の調査結果を基に作成するものと

する。 

２ 調査書は、消費税等相当額補償の要否判定フロー「公共事業の施

行に伴う損失の補償等に関する消費税及び地方消費税の取り扱いの

改正について」（平成 26 年 3 月 12 日中央用対第 8号中央用地対策連

絡協議会事務局長通知）により、補償の要否を判定（課税売上割合

の算定を含む。）するものとし、消費税等調査表（別記様式第３０

号）を用いて、作成するものとする。この場合において、消費税等

調査表によることが不適当又は困難と認めたときは、当該調査表に

代えて判定理由等を記載した調査表を作成するものとする。 

 

第 9章 予備調査 

第 2節 調査 

第 117 条 企業概要書 

企業内容等の調査書は、第１１３条の調査結果を基に企業概要書

（別記第３１号様式）を用いて、作成するものとする。 

 

第 120 条 移転計画案の作成 
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 予備調査に係る大規模工場等の移転計画案は、第１１３条から第１

１６条の調査結果を基に、次の各号に掲げる内容で２又は３案を作成

するものとする。この場合において、残地が建物等の移転先地として

基準第１１第１（４）第一号から第三号までの要件に該当するか否か

の検討を行うものとする。 

一 製品等の製造（加工）工程又は商品等の流れ（図式化したもの）

の変更計画 

二 建物（残地内での関連移転又は残地外の土地への移転を必要とす

るものを含む。）、機械設備等の移転計画 

三 照応建物に係る建物の構造、規模、階数等の概要 

四 建物、機械設備等の移転工程表 

五 移転計画図（縮尺 500 分の 1又は 1,000 分の 1） 

六 移転計画案検討概要書（別記第３１号様式の１） 

七 移転工法案の比較表（別記第３２号様式） 

２ 前項の検討に当たり、照応建物の推定建築費は概算額によるもの

とし、次の各号に掲げるもののほか、概算額の積算に必要な平面図

及び立面図を必要最小限度作成するものとする。 

一 照応建物についての計画概要書（検討資料）（別記第２１号様式

の１、別記第２１号様式の２） 

二 面積比較表（別記第２１号様式の３） 

三 平面（間取り）の各案についての計画概要比較表（別記第３１号

号様式の２） 

 

第 10 章 移転工法案の検討 

第 1節 調査 

第 124 条 敷地使用実態の調査 

大規模工場等の敷地の使用実態の調査は、移転工法の検討に当たっ

て重要となる事項で、主として次の各号に掲げる事項について行うも

のとする。ただし、第１１４条の調査結果資料の貸与を受けた場合に

は、その資料を基に調査を行うものとする。 

 予備調査に係る大規模工場等の移転計画案は、第１１３条から第１

１６条の調査結果を基に、次の各号に掲げる内容で２又は３案を作成

するものとする。この場合において、残地が建物等の移転先地として

基準第１１第１（４）第一号から第三号までの要件に該当するか否か

の検討を行うものとする。 

一 製品等の製造（加工）工程又は商品等の流れ（図式化したもの）

の変更計画 

二 建物（残地内での関連移転又は残地外の土地への移転を必要とす

るものを含む。）、機械設備等の移転計画 

三 照応建物に係る建物の構造、規模、階数等の概要 

四 建物、機械設備等の移転工程表 

五 移転計画図（縮尺 500 分の 1又は 1,000 分の 1） 

六 移転計画案検討概要書（別記第３２号様式の１） 

七 移転工法案の比較表（別記第３３号様式） 

２ 前項の検討に当たり、照応建物の推定建築費は概算額によるもの

とし、次の各号に掲げるもののほか、概算額の積算に必要な平面図

及び立面図を必要最小限度作成するものとする。 

一 照応建物についての計画概要書（検討資料）（別記第２１号様式

の１、別記第２１号様式の２） 

二 面積比較表（別記第２１号様式の３） 

三 平面（間取り）の各案についての計画概要比較表（別記第３２号

号様式の２） 

 

第 10 章 移転工法案の検討 

第 1節 調査 

第 124 条 敷地使用実態の調査 

大規模工場等の敷地の使用実態の調査は、移転工法の検討に当たっ

て重要となる事項で、主として次の各号に掲げる事項について行うも

のとする。ただし、第１１４条の調査結果資料の貸与を受けた場合に

は、その資料を基に調査を行うものとする。 
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一 敷地面積及び形状、土地の取得等の範囲及び面積、残地の面積 

及び形状 

二 用途地域等の公法上の規制 

三 各建物の位置、構造、階数、建築面積、延床面積、建築年月日 

及び用途（使用実態） 

四 敷地内の使用状況等 

（１）屋外に設置されている機械設備、生産設備及び附帯工作物のう

ち、特に必要と認められるものの位置、形状、寸法、容量等 

（２）駐車場の位置及び収容可能台数、近隣の自動車保管場所の調査 

（３）原材料、製品等の置き場の位置、形状、寸法及び原材料、製品

等の品目、数量 

（４）工場立地法（昭和 34 年法律第 24 号）に基づく緑地の位置及び

面積 

五 次のいずれかにおける建物等の配置との関係 

（１）前条第６号製品等の製造（加工）工程又は商品等の流れ（図式

化したもの） 

（２）第１１３条第６号の製品等の製造（加工）工程又は商品等の流

れ（図式化したもの） 

（３）営業に関する調査を行う移転等の対象となる事業所等の製造、

加工又は販売等の主な品目 

六 その他移転工法案の検討に必要と認める事項 

七 敷地内の使用状況の概要が把握できる写真の撮影  

 

第 2節 調査書等の作成 

第 125 条 企業概要書 

企業内容等の調査書は、第１２３条の調査結果を基に企業概要書（別記第３０号

様式)を用いて、作成するものとする。 

 

第 126 条 移転工法案の作成 

大規模工場等の移転工法案は第６９条から第７７条まで、第７９条、第１２３条

一 敷地面積及び形状、土地の取得等の範囲及び面積、残地の面積 

及び形状 

二 用途地域等の公法上の規制 

三 各建物の位置、構造、階数、建築面積、延床面積、建築年月日 

及び用途（使用実態） 

四 敷地内の使用状況等 

（１）屋外に設置されている機械設備、生産設備及び附帯工作物のう

ち、特に必要と認められるものの位置、形状、寸法、容量等 

（２）駐車場の位置及び収容可能台数、近隣の自動車保管場所の調査 

（３）原材料、製品等の置き場の位置、形状、寸法及び原材料、製品

等の品目、数量 

（４）工場立地法（昭和 34 年法律第 24 号）に基づく緑地の位置及び

面積 

五 次のいずれかにおける建物等の配置との関係 

（１）前条第６号製品等の製造（加工）工程又は商品等の流れ（図式

化したもの） 

（２）第１１３条第６号の製品等の製造（加工）工程又は商品等の流

れ（図式化したもの） 

（３）第１０４条第２号（２）の移転等の対象となる事業所等の製

造、加工又は販売等の主な品目 

六 その他移転工法案の検討に必要と認める事項 

七 敷地内の使用状況の概要が把握できる写真の撮影  

 

第 2節 調査書等の作成 

第 125 条 企業概要書 

企業内容等の調査書は、第１２３条の調査結果を基に企業概要書（別記第３１号

様式)を用いて、作成するものとする。 

 

第 126 条 移転工法案の作成 

大規模工場等の移転工法案は第６９条から第７７条まで、第７９条、第１２３条
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及び第１２４条の調査結果を基に、次の各号に掲げる内容で２又は３案を作成す

るものとする。 

この場合において、残地が建物等の移転先地として基準運用方針第１１第１(４)

第一号から第三号までの要件に該当するか否かの検討を行うものとする。 

一 製品等の製造（加工）工程又は商品等の流れ（図式化したもの）の変更計画 

二 建物（残地内での関連移転又は残地外の土地への移転を必要とするものを含

む。）機械設備等の移転計画 

三 照応建物に係る建物の構造、規模、階数等の概要 

四 建物、機械設備等の移転工程表 

五 移転計画図（縮尺 500 分の 1 又は 1,000 分の 1） 

六 移転計画案検討概要書（別記第３１号様式の１） 

七 移転工法案の比較表（別記第３２号様式） 

２ 前項の検討に当たり照応建物の推定建築費は、概算額によるものとし、次の各

号に掲げるもののほか、概算額の積算に必要な平面図及び立面図を必要最小限度

作成するものとする。なお、監督職員から、当該照応建物の詳細な設計による推定

建築費の積算を指示された場合は、これに必要な図面を作成し、積算するものとす

る。 

一 照応建物についての計画概要書（別記第２１号様式の１） 

二 面積比較表（別記第２１号様式の３） 

三 平面（間取り）の各案についての計画概要比較表（別記第３１号様式の２） 

 

第 12 章 補償説明 

第 135 条記録簿の作成 

受注者は、権利者と面接し説明を行ったとき等は、その都度、説明の内容及び権

利者の主張又は質疑の内容等を補償説明記録簿（別記第３３号様式）に記載するも

のとする。 

 

及び第１２４条の調査結果を基に、次の各号に掲げる内容で２又は３案を作成する

ものとする。 

この場合において、残地が建物等の移転先地として基準運用方針第１１第１(４)

第一号から第三号までの要件に該当するか否かの検討を行うものとする。 

一 製品等の製造（加工）工程又は商品等の流れ（図式化したもの）の変更計画 

二 建物（残地内での関連移転又は残地外の土地への移転を必要とするものを含

む。）機械設備等の移転計画 

三 照応建物に係る建物の構造、規模、階数等の概要 

四 建物、機械設備等の移転工程表 

五 移転計画図（縮尺 500 分の 1 又は 1,000 分の 1） 

六 移転計画案検討概要書（別記第３２号様式の１） 

七 移転工法案の比較表（別記第３３号様式） 

２ 前項の検討に当たり照応建物の推定建築費は、概算額によるものとし、次の各

号に掲げるもののほか、概算額の積算に必要な平面図及び立面図を必要最小限度作

成するものとする。なお、監督職員から、当該照応建物の詳細な設計による推定建

築費の積算を指示された場合は、これに必要な図面を作成し、積算するものとす

る。 

一 照応建物についての計画概要書（別記第２１号様式の１） 

二 面積比較表（別記第２１号様式の３） 

三 平面（間取り）の各案についての計画概要比較表（別記第３２号様式の２） 

 

第 12 章 補償説明 

第 135 条 記録簿の作成 

受注者は、権利者と面接し説明を行ったとき等は、その都度、説明の内容及び権

利者の主張又は質疑の内容等を補償説明記録簿（別記第３４号様式）に記載するも

のとする。 
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第 15 章 土地調書及び物件調書の作成 

第 147 条 土地証書等の作成 

受注者は、第３章、第４章、第６章及び第７章に定める業務の成果品により、土

地調書（別記第３４号様式）及び物件調書（別記第３５号様式）を作成するものと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 15 章 土地調書及び物件調書の作成 

第 147 条 土地証書等の作成 

受注者は、第３章、第４章、第６章及び第７章に定める業務の成果品により、土

地調書（別記第３５号様式）及び物件調書（別記第３６号様式）を作成するものと

する。 
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工損調査共通仕様書 

第 2章 工損調査等の基本的処理方法 

第 22 条 成果品 

第２２条 受注者は、「成果品一覧表」に掲げる成果品等で特記仕様書

に掲げる成果品を提出しなければならない。 

２ 成果品は、次の各号により作成するものとする。 

 一 工損調査等の区分及び内容ごとに整理し、編集する。  

  二 表紙には、業務名称、年度（又は履行期限の年月）、委託者及び

受託者の名称を記載する。 

  三 目次及び頁を付す。 

  四 容易に取り外すことが可能な方法により編綴する。 

３ 成果品の提出部数は、正副各１部とする。 

４ 受注者は、成果品の作成に当たり使用した調査表等の原簿を契約

書第５０条に定める契約不適合責任期間保管し、監督職員が提出を

求めたときは、これらを提出するものとする。 

 
 

工損調査共通仕様書 

第 2章 工損調査等の基本的処理方法 

第 22 条 成果品 

第２２条 受注者は、「成果品一覧表」に掲げる成果品等で特記仕様書

に掲げる成果品を提出しなければならない。 

２ 成果品は、次の各号により作成するものとする。 

 一 工損調査等の区分及び内容ごとに整理し、編集する。  

  二 表紙には、業務名称、年度（又は履行期限の年月）、委託者及び

受託者の名称を記載する。 

  三 目次及び頁を付す。 

  四 容易に取り外すことが可能な方法により編綴する。 

３ 成果品の提出部数は、正副各１部とする。 

４ 受注者は、成果品の作成に当たり使用した調査表等の原簿を契約

書に定めるかし担保の期間保管し、監督職員が提出を求めたとき

は、これらを提出するものとする。 

 
 

 


